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NPOの活動と無電柱化の現状と課題、施策

１、啓発活動

2、無電柱化支援

3、調査研究

１、広く周知を目指す……セミナー、シンポジウム、出前授業
２、情報発信……メールマガジン、facebook、twitter、HP

１、行政向け無電柱化勉強会
２、技術支援……自治体、まちづくり協議会、商店街、デベロッパー

すそ野を広げるプロモーション→ポータルサイト、動画配信（若者世代、主婦等）
→年間を通して、継続的な発信

必要施策

電線管理者との調整が難航する
トランスの設置場所が確保できない
電力会社が消極的

課題

コストがかかる
専門家不在（どこから手を付けるか）
国や自治体の支援が弱い

１、資産価値の研究……住宅地での比較検討。４～９％の価値
２、低コスト技術開発……製品、工法等の開発

電共マニュアルの呪縛
電力会社のスペックが高い
新しい製品の導入に時間がかかる

課題

電線管理者の低コストとメンテナンスの
トレードオフが存在
住民の合意形成が困難
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構成メンバー

無電柱化で安全・安心の美しいまちづくり

都市計画家
ランドスケープ
アーキテクト

材料商社

まちづくり
専門家

無電柱化
専門家

リスク評論家材料メーカー
設計コンサル

タント

無電柱化の専門家集団

ハウスメーカー 建設会社

IT起業家

設計会社 中小企業診断士

デベロッパー 区議会議員

道路会社
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無電柱ネットとは？

日本の空から
電線・電柱をなくすのが
私たちの使命

日本の街を
電柱・電線の無い
安全安心で、美しい景観に
するため、まちづくりを行う
全ての機関を支援

無電柱化シンポジウム

研究開発（製品・工法）

街並み見学ツアー

広報活動

コンサルティング事業

無電柱化セミナー

無電柱化出前授業

無電柱化資格制度

無電柱化に特化した事業展開
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☆ひるおび！挿入
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屋久島の
無電柱化につ
いて考える住
民勉強会＆意
見交換会
2016年12月13日
屋久島環境文化研修セ
ンター
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38社出展（昨年37社） 来場者32,095名（昨年30,679名）
同時開催展含む

第2回無電柱化推進展/7月20～22日東京ビッグサイト

マスコミも高い関心

←北海道TVの密着
取材（7/29放映）

無
電
柱
化
を
推
進
す
る
市
区
町
村
長

の
会
の
山
下
会
長
が
来
場↓

小池都知事候補が私
人として来場→

↓セミナー会場は満員の盛況

↑翌日朝のニュースで放映

宮
内
衆
議
院
議
員
と

ツ
ー
シ
ョ
ッ
ト↓
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無電柱化の合意形成支援

電線類地中化に関する相談

行政との連携事例

行政担当者との問題点抽出

地方行政

地域住民と合意形成のための懇談会開催

地域住民からの意見・質問等をヒアリング
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行政との連携事例

住民への無電柱化のイメージ喚起のための画像シミュレーション

無電柱化の街の早期実現へ

無電柱化の合意形成支援
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行政との取り組み/無電柱化勉強会

無電柱化技術勉強会 大阪府総合計画課からの要請で、大阪府下の市町村の主に道路管理者
を対象に、電線類地中化に関する技術勉強会を当NPOで担当させてい
ただいた。

↓

小
河
副
知
事
（
当
時
）
の
ご
挨
拶

↓

講
師
の
井
上
事
務
局
長

↓

講
師
の
高
田
理
事
長

↓

参
加
さ
れ
た
行
政
の
ご
担
当
者

9



160704 NPO法人電線のない街づくり支援ネットワーク

全国で無電柱化を支援

東京

大阪・東京・札幌を拠
点に全国で無電柱化
支援事業を展開

大阪

札幌
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△実際の授業風景（大阪府吹田市内）

△授業で使用するスライドの一例

18%

33%

49%

電柱はあっても良いか？

賛成 反対 どちらでもない

△授業実施前の子供の意見

街と人にやさしい無電柱化出前授業

△授業内ワークショップ風景

△実際の授業風景

小学生への無電柱化の啓発活動を実施

授業後は

100％の子供が

「電柱が無い方がい
い」と回答

＜開催校＞立命館大学、明治大学
吹田市立第一小学校、千葉日本大学第一小学校
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コストが高くつく

道路が狭く、技術的に難しい

予算化や制度適用が難しい

地元の合意形成が難しい

ノウハウが不十分で、やり方がわ

かりにくい

実施する庁内体制がとりにくい

その他

特に理由はない

検討したことがない

無電柱化の課題

○無電柱化事業で最も苦労する点は「電力・通信事業者との調整」。

○無電柱化が進まない理由のうち、最も大きな理由は「コスト高」。

＜無電柱化事業で最も苦労した点＞ ＜無電柱化が実施できない理由＞
※全国の重要伝統的建造物群保存地区のうち、無電柱化事業が実

施されている42地区（H24.7当時）の担当者へのアンケート結果
※全国の重要伝統的建造物群保存地区のうち、無電柱化を実施

していない88地区（H24.7当時）の担当者へのアンケート結果
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電力・通信事業者との調整

地上トランスの設置

関係住民の合意形成

技術的な問題

費用負担の問題

道路管理者、警察との調整

その他

特に苦労はなし

意見数

（対象：42地区）

約６割 約６割

（対象：88地区）

意見数

「景観まちづくりにおける電線類地中化の実態に関する研究」～重要伝統的建造物群保存地区における課題と方向性～ 2014井上より引用
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無電柱化の課題

「景観まちづくりにおける電線類地中化の実態に関する研究」～重要伝統的建造物群保存地区における課題と方向性～ 2014井上より引用

無電柱化５つの
阻害要因
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資産価値/地中化は不動産価値を高める

「電線類地中化は、宅地価格に対して概ね
７％のプラス影響を与える」という調査結果を発表した。
＊当調査結果は、2009年6月NPO法人電線のない街づくり支援ネットワークが株式会社ジオリゾームと不動産鑑定士足立
良夫事務所（大阪市中央区）の協力により調査したもの。

●３つの手法で約4～9％のプラス効果！
電線類地中化されている地区の宅地価格と、そうでない地区の宅地価格の格差に基づ
き、電線類地中化が宅地価格に与える影響の程度を、「不動産鑑定評価」、「新規団地開
発を想定したデベロッパーの視点」、「統計分析」の3手法から価格的なアプローチにより
査定した。結果、それぞれの手法ごとに約４～９%のプラス効果が見出された。

大阪府交野市コモ
ンシティ星田内の
宅地で比較
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無電柱化関連書籍
NPO法人電線のない街づくり支援ネットワーク編著 足立良夫・井上利一著
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狭隘道路での無電柱化

１、重機不要（狭隘道路で施工可）
２、一人作業可能（コンクリート比重量1/4）
３、リサイクル材使用
４、加工が容易

都内の道路の約9割が市区町村道
その内歩道幅員が2.5m未満が94%

コスト20％OFF

リサイクル樹脂製小型BOX

低コスト製品や手法の研究開発

2017年1月18日NHK「おはよう日本」
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